
（様式1）          研究事業評価調書（平成 24 年度）       平成24 年 12 月 11 日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成２５年度～平成２７年度 評価区分 
事前評価 

（継続）※１ 

研究テーマ名 

 

（副題） 

微小球共振光センサーを用いた微生物迅速検出装置の開発 

（微生物汚染を判定する迅速・低価格・小型化した装置の開発） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 工業技術センター・基盤技術部 電子情報科  田尻健志 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

２．産業が輝く長崎県 
政策５．次代を担う産業と働く場を生み育てる  
（３）新産業の創出・育成 
（４）産学官協働による研究開発・技術支援の展開 

長崎県科学技術振興ビジョン 

第３章．長崎県の科学技術振興の基本的な考え方と推進方策 
 ２－１．産業の基盤を支える施策 
  （２）次代を担う産業と働く場を生み育てるための、地場産業が持つも

のづくり技術の高度化 
  （３）成長分野への展開 

長崎県食品の安全・安心アクショ

ンプラン 

第３章．施策の方向性 
Ⅰ 生産から消費までの食品の安全性の確保 

第３節 食品の安全性確保体制の充実 
①食品の安全管理に関する調査・研究の推進 

１ 研究の概要(100 文字) 

微生物を検出するため、抗体を固定化した使い捨て用の微小球センサチップ※2 を開発する。微小

球センサチップと光学検査手法を用い、微生物汚染を高感度に検出する自主検査用の高感度・迅速

判定装置を製作する。 

研究項目 

①微小球センサーへの抗体固定化の最適化 

②波長のシフト量から微生物検出の判定閾値を設定 

③計測システムの開発 

④試作装置の製作と性能評価 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

食品産業において、食品の安心安全の観点から、微生物汚染を未然に防止する自主検査が要望されてい

る。検査時間がかかる培養法は出荷後に結果が出る場合があり、年々、迅速検査のニーズが高まってい

る。一方、迅速検査装置は、迅速･簡便・精度・検査コストの面で課題があり、各社の製品特性に合わせた検

査装置の開発が求められている。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

   食のグローバル化の中で微生物検査の簡易･迅速検査として、培養を用いた培地･キット･検査装置の開発

が取り組まれている。抗原抗体法を利用した迅速装置は民間企業や公的研究機関等で実施されているが、

感度不足、検査時間、装置・チップのコスト等で課題がある。本研究では、抗原抗体法と光学検査手法を融合

し、汚染された食材を判別する自主検査用の迅速装置の開発を行なう。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
25

Ｈ
26

Ｈ 
27 

Ｈ 
28 

Ｈ 
29 

単位 

① 
・抗体固定化の最適化と評価方法の確立 

・凝集を防止した微小球センサチップの試作 

センサチッ

プの試作 

目標 3 3    
種類 

実績      

② 
・表面吸着センサーの光学モデル化 

・モデル化による微生物検出の閾値設定 

モデル化と

菌検出閾値 

目標 1 1    
式 

実績      

③ 
・特定波長における計測手法の開発 

・溶液中における高感度化の開発 

計測システ

ムの開発 

目標  2    
式 

実績      

④ 試作装置の設計・作製と性能評価試験 
試作装置と

性能評価 

目標   1   
式 

実績      



１） 参加研究機関等の役割分担 

①工業技術センター（食品・環境科） ：センサチップ作製の技術支援、および食品検査評価の支援 

②徳島大学大学院 ：近接場光計測に関する指導および、技術支援 

③九州大学大学院 ：抗原抗体反応に関する指導および、技術支援 

④県内企業 ：食品サンプルの提供 

２） 予算 

研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費

（千円） 
財源 

国庫 県債 その他 一財
全体予算 21,955 13,455 8,500   8,500
25 年度 7,985 4,485 3,500   3,500
26 年度 6,485 4,485 2,000   2,000
27 年度 7,485 4,485 3,000   3,000

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
25

Ｈ
26

Ｈ
27

Ｈ
28

Ｈ
29

得られる成果の補足説明等 

① センサチップ 1 式   ○    
高感度・安価な使い捨てセンサチップを開
発することで試作に反映できる。 

② 微生物の判定閾値 1 式   ○    
測定信号を解析し、微生物の汚染を迅速に
判定する指標を試作に反映できる。 

③ 微生物の判定時間 
20 分以

内 
  ○    

小型化・省部品の設計と判定プログラムを
組み込むことで試作に反映できる。 

④ 試作装置 1 式    ○   
県内企業への技術移転を行うことができ
る。 

－ 特許出願 1 件    ○   
知的財産権（特許）を確保し、県内企業への

技術移転を行うことができる。 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

従来のセンサチップは抗体染色や薄膜蒸着の過程が必要なため、高価で再利用の必要があった。一方、

本研究のセンサチップは数十ミクロン程度の微小球に抗体を固定化させたシンプルな構造のため安価で大

量生産でき、使い捨てが可能となる。更に、微小球内で光を増幅させる本測定手法は、従来よりも十倍以上

の高感度化が可能となる。 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

出荷毎のスクリーニング検査が可能となれば培養法を併用した二重管理が省略でき、社内での衛生管

理の強化、および、検査コストの削減につながる。高感度のバイオセンシング技術は、食品製造以外に

も、衛生管理や医療分野へも応用することができる。また、抗原メーカーと共同開発することで、県内の電

気電子企業でも装置を作製でき、新産業の創出も可能である。 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

・経済効果： 約25 億円 （ 500 社×検査装置（3,000,000 円）、500 社×検査コスト削減費（2,000,000 円） ）

・食品迅速検査装置の市場は、食品検査で 183 億円（2013 年見込み）、免疫学的検査装置で 640 億円

（2015 年見込み）であり、特にバイオセンサーは市場規模が拡大する分野である。 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２４年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 S 

 食品の安全・安心を確保することは食品製造業者に

とって極めて重要な課題である。微生物による事故を

防止するには出荷前の迅速なスクリーニング検査が

要求されている。今回提案する装置は簡易・迅速・安

価である。さらに、安価な検査チップは使い捨てが可

能であり、ランニングコストが殆どかからないため、県

内の食品製造業者からも望まれている研究課題であ

る。 

 

・効 率 性 A 

 光学技術と抗原抗体反応技術が融合した研究分野

である。工業技術センターでは、課題解決のための単

一微小球から散乱光を検出するノウハウと抗体の固

定化技術を構築している。また、関連技術に関して徳

島大学、九州大学からの支援体制があり、当センター

の食品・環境科の保有設備や県内食品業者からの要

望を取り込むことで、研究の効率的推進や成果の効

率的な技術移転が可能である。 

 

・有 効 性 A 

 通常の検査チップは再利用が必要だが、本研究の

検査チップは安価で使い捨てが可能なため、ランニン

グコストの低減に寄与することができる。また、検査

する波長を選定することで、光源や検出器を小型化し

安価な装置開発が可能となる。本研究の光学検査手

法は、数十分の短時間で微生物の判定が可能となる

ため、食品製造業者の出荷後の自主回収によるリス

ク防止に貢献できる。さらに、近接場光の技術は衛生

検査や医療診断などにも応用でき、技術展開が期待

できる。 

 

・総合評価 A 

県内の食品製造業者のニーズを反映した研究内容

であり、新規事業創出につながる技術開発である。現

状の培養法を利用した検査と比較し、安価で簡易・迅

速な検査が可能であり、安全安心の県産品のブランド

化に寄与できる。さらに、バイオセンサーの市場規模

は拡大しており、地場企業の新規創出の促進にもつ

ながるため、取り組むべき研究課題である。 

 

（２４年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 S 

 食の安全・安心の確保については、社会的要望が

高く、食品の微生物汚染を迅速に判定する装置は、食

品メーカーのみではなく消費者も待望するものであ

る。 

 

 

 

 

 

・効 率 性 A 

 スピーディーに研究を進めるために、大学等の研究

機関との協力体制を有効に活用することとなってお

り、研究手法は効率的と考える。 

 

 

 

 

 

 

・有 効 性 A 

 当該研究により開発されるセンサーチップ・装置は、

食の微生物汚染を迅速に検出するための手法として

は有効と考える。装置を確実に完成させるために解決

すべき課題は多いが、大学等の他機関との連携を密

にしながら研究を進めてほしい。 

 

 

 

 

 

 

・総合評価 A 

 研究の着眼点は良いので、他機関と連携しながら確

実に研究開発を進めてほしい。新しい発想による研究

であり、競争的資金の獲得の可能性もあることから、

今後は、その活用についても検討することが必要で

ある。 

 対応 対応 

 協力機関である徳島大学、九州大学と技術情報の

交換を密にし、開発のスピードアップを図ることで装置



の完成を目指す。また、外部の競争的資金の活用も

視野に入れながら、企業や消費者の要望にあった装

置開発を推進していく。 

  

 

 

途 

 

中 

（２６年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（２６年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（２８年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（２８年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 

Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 

Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 

１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 


